
～災害時の応急給水に利用～

小学校の受水槽に蛇口を設置！

平成３０年１月１９日

三重県初
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災害発生から数日間は
応援職員および給水車が不足

給水場所ごとに、水道局職員
や給水車が常駐しなければ
ならない

給水車の到着を待つ避難者

避難所Ａ

全国各地からの応援

災害時等の大規模断水時における給水活動の現状と課題

避難所Ｂ 避難所C

配水池など
給水車が水を
補給する場所



市の公共施設に設置されている受水槽の活用を検討

応急給水拠点強化への取り組み①

大規模災害時における効率的な飲料水の確保が必要

水道局では、給水車および人員等の確保が課題

市民の皆さんの身近な避難場所である各小学校の受水槽を活用
受水槽 （各校８ ～４５ ） に専用の蛇口を設置すれば

大規模災害や水道事故時において、飲料水として提供が可能

●常時利用されていて、災害時に中心的な役割を担う施設
●受水槽への補給時に給水車の通行が可能な施設

水質や衛生面でも問題がないため、応急給水として迅速な対応が可能

検討

市民の皆さんから「受水槽の水を飲料水として活用しては」との要望が有
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平成３０年度
各小学校の受水槽に蛇口を５カ所設置

※受水槽方式：高さのある公共施設やビルなどは、建物内の水道に送る水圧が確保できないため、配水管から送られて
きた水道水をいったん受水槽に貯水した後、ポンプでさらに高架水槽へくみ上げる受水槽方式がとられます。

応急給水拠点強化への取り組み②

高架水槽

受水槽

フ
ェ
ン
ス

フ
ェ
ン
ス

蛇口５カ所受水槽

イメージ拡大



蛇口設置計画の概要
受水槽無 ４校

Ｈ３０年度
蛇口の数を

５カ所に増設

西が丘小学校
新町小学校
藤水小学校

３校

Ｈ３０～３１年度
各学校の大規模

改造工事に
合わせ設置

３８校

Ｈ３０年度に
設置

代替措置
により対応

構造上の問題が
あり、代替措置

により対応

２校

受水槽有 ４５校

蛇口無 ４３校 蛇口有（１カ所）
２校

養正小学校
修成小学校

豊が丘 高野尾 大里 一身田 白塚 栗真 北立誠 南立誠 安東 櫛形 片田 神戸 敬和

育生 南が丘 高茶屋 雲出 立成 成美 桃園 栗葉 榊原 誠之 戸木 豊津 上野

黒田 千里ヶ丘 芸濃 明 草生 明合 一志東 一志西 大三 倭 八ッ山 美杉

（小学校名）

市立小学校４９校 （義務教育学校を含む）

香良洲小学校

家城小学校

みさとの丘学園

安濃小学校

村主小学校

川口小学校
新規



代替措置とした６校への対応

香良洲小学校

近隣の香海中学校に設置されている受水槽へ蛇口を５カ所設置

みさとの丘学園

近隣の配水池 （みさとの丘配水池） 施設へ蛇口を５カ所設置

村主小学校 ・ 安濃小学校 ・ 家城小学校 ・ 川口小学校

トラック積載用給水タンク

または組立水槽で対応

トラック積載用給水タンク 組立水槽



確保できる水量および運用

約８００ （代替措置含む市内４９小学校分）
※１人当たり１日３リットルとして、８万９千人分を３日間分

確保できる
水量

運 用

※ 平均 約２３０，０００円×４２カ所事業費

●受水槽入り口フェンスの鍵の開閉は、避難所要員および学校
施設管理者が対応

●市民自らが、直接蛇口からの水の利用が可能
●受水槽に水の補給が必要な場合は、避難所要員および学校

施設管理者が、その都度水道局へ連絡

水道管路の事故等による大規模断水時は、水道局が給水対応

大規模災害時

平時

４２カ所：新規３８カ所＋養正小学校＋修成小学校＋香海中学校＋みさとの丘配水池

約１，０００万円 【平成３０年度津市水道事業会計当初予算に計上予定】
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●市民自らが、直接蛇口
から水を利用できる

●水道局職員や給水車が
避難所に常駐しなくてよい

１台の給水車で複数カ所の
受水槽等へ巡回給水が可能

受水槽に蛇口をつければ・・・

※平時の水道管路の事故による大規模断水時にも利用可能

災害時等の大規模断水時における給水活動のこれから

避難所Ａ 避難所Ｂ 避難所C

受水槽 組立水槽

配水池など給水車が水を
補給する場所

受水槽



平成３０年１月１９日

消防団員の出動手当見直し(案)を決定！

～平成３０年４月から災害出動等に伴う費用弁償を増額～



消防団員の費用弁償支給の現状

火災をはじめとする各種災害出動において危険を伴う
活動又は災害対応における実活動を行った場合と
そうでない場合との費用弁償金額が一律である

災害出動の費用弁償は、三重県内２７市町の平均額を
下回っている

課題①

課題②

●費用弁償は、災害出動等の参集に伴う費用として津市消防団
条例に基づき支給

●現在の費用弁償の金額は、合併協議会において合併前の１０
市町村の費用弁償の加重平均金額に基づき算出

消防団員の費用弁償とは



津市消防団条例に定める３，６００円 【水火災その他の災害に出動した場合】

を基準額とし、県内の平均額を考慮しつつ活動内容に応じた金額とする

現在の費用弁償金額と県内平均金額

活動の種別 津市金額 県内平均金額

水火災その他の災害に出動した場合 ３，６００円 ４，０１９円

水火災その他の災害の予防又は警戒
に出動した場合

３，５００円 ３，５２６円

教育及び訓練に出動した場合又は
消防団に関する会議に出席した場合

３，３００円
３，５８９円（訓練）

３，１５０円（会議）

消防ポンプ自動車等の手入業務に
従事した場合

１，７００円 ２，７９７円

改正の方向性



費用弁償金額の改正(案)①

災害出動

演習・訓練等

警戒出動

危険性が高く活動が長期化

基準額 （３，６００円） の２倍
３，６００円×２．０＝７，２００円

危険性がそれ程高くなく活動は長期化

しない

基準額 （３，６００円） と同額
３，６００円×１．０＝３，６００円

県内費用弁償の平均額とほぼ等しい

基準額 （３，６００円） と同額
３，６００円×１．０＝３，６００円

３，６００円

現行

３，６００円

改正（案）

同額

３，３００円

現行

３，６００円

改正（案）

増額

３，６００円

現行

７，２００円

改正（案）

増額

火災・風水害等で危険を伴う活動を行った場合

火災・風水害等で危険を伴わない活動を行った場合

３，５００円 ３，６００円増額

火災

風水害



費用弁償金額の改正(案)②
会議

その他

日時と場所が確定し平常的な業務

基準額 （３，６００円） の０．５倍
３，６００円×０．５＝１，８００円

日時と場所が確定し平常的な業務

基準額 （３，６００円） の０．５倍
３，６００円×０．５＝１，８００円

平成３０年第１回津市議会定例会へ
津市消防団条例の一部改正案を提出する予定

平成３０年４月１日より施行予定

平成３０年度当初予算計上予定額 約１億７百万円

１，７００円

現行

１，８００円

改正（案）

増額

３，３００円

現行

１，８００円

改正（案）

見直し

点検等


